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はじめに 

鹿追町は、2020（令和２年度）を始期とする第７期鹿追町総合計画を策定
し、基本構想の８年間で目指す「愛・夢・笑顔 あふれる未来へ～支え合うま
ち♡しかおい～」を将来像として掲げ、先導的な役割を果たす３つの「重点プ
ロジェクト」の一つである「行財政改革の推進」施策を実施しています。 

令和２年度から「持続可能な行財政基盤の確立」を目標に、行財政改革推進
本部を中心として社会情勢の変化や多様化する行政課題に対応するため、町民
ワークショップや職員プロジェクトチーム等による議論を重ね、諮問機関とな
った行財政改革推進審議会の審議・答申を経て、新たな「行財政改革大綱」を
策定し、本町が存続する未来へ向けて徹底した行財政改革の一つとして「財政
基盤の強化」を掲げました。 

厳しい財政状況の中で、効率的で健全な行財政運営に努めていますが、地方
交付税などの依存財源に頼らざるを得ない状況です。また、人口減少・少子高
齢化問題、新型コロナウイルス感染症の影響やウクライナ情勢等を背景とする
物価高騰による地域経済の低迷、さらに施設の老朽化に伴う維持管理費や物件
費の増加が見込まれるなど、限られた財源の中で計画的に事業を執行すること
が求められています。 

そこで、今後の財政見通しを的確に把握し、一層の財政健全化を実現してい
くため、2023（令和５年度）から 2032（令和 14 年度）までの財政計画を策
定し、総合計画に掲げる将来像の実現に向け、持続可能な行財政基盤の確立に
努めてまいります。 
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１ 町の財政現状 
今後の財政推計にあたり、2013（平成 25 年度）から 2022（令和４年度）までの財政

分析を行いました。 
 全体的には、大型事業による公債費償還や義務的経費の増額、地方交付税の減額など厳
しい状況の中で、有利な財源の活用など効率的な施策の実施に努めていましたが、実質公
債費比率や財政構造の弾力化を示す経常収支比率は硬直化傾向でした。 

そのような中、令和２年度からスタートした行財政改革推進本部を中心とした行財政改
革により実質公債費比率や経常収支比率改善が図られましたが、依然として高い水準にあ
り、大きな課題となっています。 
 
（１）歳入決算額の推移 

 
町   税:農業所得等の伸びにより増加傾向となっています。 
地方交付税:毎年度減額傾向となっていましたが、近年は、元利償還費や新たな項目創

設に伴い増加しました。 
国道支出金:大型事業に伴い増減していますが、近年は、新型コロナウイルス感染症関

連交付金により大幅な増額となっています。 
町   債:大型事業完了に伴い各年度において増減しています。 
その他歳入:平成 28 年度ならびに令和元年度国営事業繰上償還により減債基金からの

繰入金などにより増減しています。 

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4見込

町税 750 752 891 814 831 881 872 899 855 857

地方交付税 3,113 2,937 2,973 2,802 2,764 2,764 2,721 2,920 3,162 3,087

国道支出金 1,496 1,867 900 1,010 1,006 1,553 1,441 1,623 1,372 806

町債 1,445 1,189 855 1,420 742 553 1,364 456 353 296

その他歳入 1,795 1,900 2,013 3,115 2,370 2,405 3,533 2,965 2,709 2,625

合計 8,599 8,645 7,632 9,161 7,713 8,156 9,931 8,863 8,451 7,671

0
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1,000
1,500
2,000
2,500
3,000
3,500
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（２）町税の推移 

 
  基幹産業である農業所得の伸びにより、個人住民税や固定資産税は増加傾向で推移し
ています。法人町民税は、税制改正による法人税割税率の引き下げにより減少傾向で推
移しています。 
 町税収納率は、十勝管内及び道内においてもトップクラスの徴収率を維持していま
す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4見込

個人町民税 317 307 331 353 366 402 375 388 354 365

法人町民税 29 31 146 46 40 43 46 33 34 34

固定資産税 335 345 346 348 363 374 388 416 403 395

その他町税 69 69 68 67 62 62 63 62 64 63

計 750 752 891 814 831 881 872 899 855 857

町税徴収率 99.0% 99.1% 99.3% 99.2% 99.4% 99.7% 99.7% 99.3% 99.7% 99.7%
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（３）地方交付税の推移 

 
 普通交付税は、平成 25 年度以降減少傾向でしたが、町債の償還に係る算入額の増加や
新たな項目創設に伴い増加傾向にあります。 
 特別交付税は、自然災害や民生安定施設整備により増減するなど、約２億３千万円前後
を横ばいで推移しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4見込

普通交付税 2,841 2,684 2,733 2,560 2,530 2,511 2,491 2,692 2,900 2,857

特別交付税 272 253 240 242 234 253 230 228 262 230

計 3,113 2,937 2,973 2,802 2,764 2,764 2,721 2,920 3,162 3,087
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（４）町債発行額の推移 

 

 過疎債や緊急防災・減災事業債、辺地債など財政措置のある起債を活用した下記の大規
模建設や改修事業等の実施により各年度は増加し、その後は減少傾向にあります。 

平成 25 年度:瓜幕バイオガスプラント整備事業・しゃくなげ荘増築事業負担金・ 
庁舎耐震改修事業 

平成 28 年度:国営かんがい排水事業美蔓地区負担金・町営牧場育成舎整備事業・ 
鹿追町総合スポーツセンター耐震改修事業 

令 和 元 年 度:国営農地再編整備事業中鹿追地区負担金・認定こども園整備事業・ 
 再生可能エネルギーの最大導入・活用整備事業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4見込

過疎(ｿﾌﾄ) 141 149 118 141 96 95 91 55 77 89

投資的経費等充当分 1,065 823 533 1,125 490 301 1,156 281 119 166

臨時財政対策債 239 217 204 154 156 157 117 120 157 41

合計 1,445 1,189 855 1,420 742 553 1,364 456 353 296
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（５）歳出決算額の推移 

 
義務的経費のうち、人件費は令和２年度から会計年度任用職員制度の開始により増加し

ており、公債費についても大型建設事業の償還開始に伴いは増加傾向にあります。 
投資的経費は、瓜幕バイオガスプラント整備事業や庁舎・総合スポーツセンター耐震改

修事業ならびに国営関連事業の終了に伴い、増減しています。 
 その他の経費は、全体的には横ばい傾向にありますが、消費税増税や物価高騰などの要
因により物件費や維持補修費が増加傾向で推移しています。また、令和２・３年度は新型
コロナウイルス感染症への対応として、国による特別定額給付金支給事業のほか、町独自
の感染症防止対策や地域経済の回復に向けた取り組みなどにより大きく増額となっていま
す。 
 
 
 
 
 

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3
R4

見込

義務的経費 2,209 2,357 2,333 2,407 2,371 2,468 2,435 2,701 2,874 2,764

投資的経費 2,739 2,824 1,349 2,858 1,597 1,968 3,568 1,138 1,101 799

その他経費 3,210 3,220 3,479 3,493 3,408 3,384 3,578 4,396 3,916 3,581

計 8,158 8,401 7,161 8,758 7,376 7,820 9,581 8,235 7,891 7,144
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（６）義務的経費決算額の推移 

 
人件費は、令和２年度から会計年度任用職員制度の開始に伴い増加しています。 
扶助費は、横ばい傾向にありますが、令和３年度国による子育て世帯等への臨時特別給

付金などにより増加しています。 
 公債費は、平成 25・28 年度、令和元年度に借入した大型事業等に係る町債の元金償還
が始まったことなどにより増加しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3
R4

見込

人件費 1,243 1,322 1,325 1,380 1,330 1,342 1,362 1,544 1,554 1,546

扶助費 246 287 286 295 308 294 297 295 407 309

公債費 720 748 722 732 733 832 776 862 913 909

計 2,209 2,357 2,333 2,407 2,371 2,468 2,435 2,701 2,874 2,764
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1,200
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（７）基金残高の推移 

 
財政調整基金については、令和２年度に鹿追高等学校看護科誘致支援基金廃止に伴い本

基金に一部積立てを実施し、令和４年度に北海道市町村備荒資金組合への納付金の財源と
して取り崩しました。 
 減債基金については、大型事業やその起債償還金の増加、加えて人件費や特別会計繰出
金増加の要因により、減少していましたが、新型コロナウイルス感染症の影響による各種
事業の中止等により令和２・３年度決算剰余金が発生し増加しています。 
 その他特定目的基金では、環境保全センター基金や鹿追町ふるさと寄附金基金が増加し
ています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4見込

財政調整基金 392 552 553 553 554 554 554 655 655 565

減債基金 2,075 1,993 2,125 1,752 1,705 1,493 951 764 1,034 1,034

その他特定目的基金※ 1,233 1,326 1,502 1,660 1,831 1,914 1,912 1,809 1,970 2,018

計 3,700 3,871 4,180 3,965 4,090 3,961 3,417 3,228 3,659 3,617

※内、環境保全センター基金 18 105 215 397 571 651 678 649 664 730
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2,500
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（８）町債残高の推移 

 
町債残高は、下記参照の大型事業などにより、増加傾向となっていましたが、近年は、

大型事業が完了したことから、減少傾向にあります。 
平成 25 年度:瓜幕バイオガスプラント整備事業・しゃくなげ荘増築事業負担金・ 

庁舎耐震改修事業 
平成 28 年度:国営かんがい排水事業美蔓地区負担金・町営牧場育成舎整備事業・ 

鹿追町総合スポーツセンター耐震改修事業 
令和元年度:国営農地再編整備事業中鹿追地区負担金・認定こども園整備事業・ 

再生可能エネルギーの最大導入・活用整備事業 
 また、町債残高のうち７割程度は、今後、地方交付税の基準財政需要額に算入される
こととなっています。 
 平成 30 年度～令和３年度までの町債残高の償還に対する交付税算入割合 

百万円 
 H30 R1 R2 R3 
①地方債現在高 7,356 7,969 7,583 7,040 
 臨時財政対策債以外 4,957 5,653 5,358 4,878 
②交付税算入見込額 5,752 6,173 5,897 5,519 
 臨時財政対策債以外 3,354 3,857 3,671 3,356 
③交付税算入割合(②/①) 78.2% 77.5% 77.8% 78.4% 
 臨時財政対策債以外 67.7% 68.2% 68.5% 68.8% 
④実質負担額(①－②) (臨時財政対
策債以外) 

1,603 1,796 1,687 1,522 

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3
R4

見込

投資的経費等充当分 3,731 4,135 4,254 5,115 5,176 4,957 5,653 5,358 4,878 4,459

臨時財政対策債 2,280 2,374 2,440 2,440 2,426 2,398 2,316 2,226 2,162 1,981

計 6,011 6,510 6,694 7,555 7,602 7,356 7,969 7,583 7,040 6,440

0
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8,000
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（参考）全会計の町債残高の推移 

 
（９）健全化判断比率の推移 

 

交付税措置のある有利な地方債の活用を行っていましたが、大型事業等による借入額増
加に伴い上昇傾向にありましたが、令和２年度からスタートした行財政改革推進本部を中
心とした行財政改革により実質公債費比率の改善が図られました。 
 

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3
R4

見込

一般会計 6,011 6,510 6,694 7,555 7,602 7,356 7,969 7,583 7,040 6,440

病院会計 426 396 366 326 284 242 200 156 116 76

簡水特別会計 832 783 732 763 727 672 626 690 767 736

下水道特別会計 1,374 1,292 1,211 1,159 1,122 1,098 1,074 999 727 859

計 8,643 8,981 9,003 9,803 9,735 9,368 9,869 9,428 8,650 8,111

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000

百万円

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3
R4

見込

実質公債費比率 7.5 7.5 7.6 8.0 8.6 9.8 10.5 10.3 9.6 9.5

将来負担比率 △ 12.0 △ 11.3 △ 19.2 △ 8.6 △ 11.1 △ 16.2 2.5 △ 6.0 △ 25.3 0.0
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（10）経常収支比率の推移 

 
 平成 28 年度から普通交付税が大幅に減額となり、経常的経費や公債費の増などによ
り、経常収支比率が高い割合で推移していましたが、令和２年度からの行財政改革の効果
や新型コロナウイルス感染症の影響による各種事業の中止等により改善しましたが、依然
として終息の見通せない新型コロナウイルス感染症と原油価格・物価高騰への対応が求め
られる現下の状況を鑑みると一過性という懸念も拭いきれず、決して将来の財政運営を楽
観視できるものではありません。 
 
【用語解説】 
〇実質公債費比率 
  借入金（地方債）の返済額及びこれに準ずる額の大きさを指標化し、資金繰りの危険

度を示しています。（早期健全化基準:25.0%） 
〇将来負担比率 
  一般会計の借入金（地方債）や将来支払うことになる可能性のある負担等の現時点で

の程度を指標化し、将来財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示しています。（早期
健全化基準:350%） 

〇早期健全化基準 
  健全化判断比率が「早期健全化基準」以上となると「早期健全化団体」となり、「財

政健全化計画」を策定し、自主的な改善努力による財政の早期健全化に取り組むことに
なります。 

〇経常収支比率 
  経常的な収入に対する経常的な支出の割合を指標化し、財政構造の弾力性を示してい

ます。 

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3
R4

見込

経常収支比率 73.8 77.5 77.3 79.5 80.3 81.2 83.4 80.3 78.6 74.7
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２ 計画の基本的事項 
（１）計画の内容 

①計画期間 
 2023（令和５年度）から 2032（令和 14 年度）までの 10 年間とします。 
②対象となる会計 
 一般会計のみを対象とします。 
③推計方法 
 ・平成 25 年度から令和３年度までの決算額及び令和４年度予算額を参考に、各年

度の決算見込額を推計しています。 
 ・税制、国・道の補助制度等については、現行制度が継続する前提で推計していま

す。 
 ・計画に用いる人口は、「鹿追町人口ビジョン 2015」によります。 
④計画の更新 
 決算状況や経済動向、税制改正を考慮して、毎年度ローリングを行うこととしま

す。 
 

３ 財政計画の策定にあたって 
（１）今後の財政運営上の課題 
  ①人口減少などの影響による地方交付税の減少 
  ②公共施設の老朽化による更新・維持管理経費の増加 
  ③高齢化等による社会保障関係経費の増加 
  ④経常収支比率の抑制 
  ⑤新型コロナウイルス感染症への対応（感染防止対策、経済対策） 
  ⑥ウクライナ情勢等を背景とする物価高騰による地域経済の低迷 
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（２）作成要領及び推計 
  歳 入  
 ①町税 

 

・個人町民税:令和４年度当初予算額に人口ビジョンの人口減少率を乗じた額を推計値
としています。 

・法人町民税:令和４年度当初予算額を推計値としています。 
・固定資産税:令和４年度当初予算額に対し、令和５年度+1％、令和６年度 3 年目△

３%、令和７年度+1％として推計しています。 
・軽自動車税:令和４年度当初予算額を推計値としています。 
・た ば こ 税:令和４年度当初予算額に人口ビジョンの人口減少率を乗じた額を推計値

としています。 
②地方譲与税 

・自動車重量譲与税:令和４年度当初推計値としています。 
・地方揮発油譲与税:令和４年度当初推計値としています。 
・森林環境譲与税:令和５年度以降は、試算により推計しています。 

 
 

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

個人町民税 361 358 354 351 347 343 340 336 333 329

法人町民税 34 34 34 34 34 34 34 34 34 34

固定資産税 399 387 391 395 383 387 391 379 383 387

その他町税 64 63 63 62 62 62 61 61 60 60

計 858 842 842 842 826 826 826 810 810 810
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③交付金 
・利子割交付金:令和４年度当初推計値としています。 
・配当割交付金:令和４年度当初推計値としています。 
・株式等譲渡所得割交付金:令和４年度当初推計値としています。 
・地方消費税交付金:令和４年度当初推計値としています。 
・環境性能割交付金:令和４年度当初推計値としています。 
・地方特例交付金:令和４年度当初推計値としています。 
・交通安全対策特別交付金:令和４年度当初推計値としています。 
・法人事業税交付金:令和４年度当初推計値としています。 

 
④地方交付税 

 

・普通交付税 
ア 令和４年度確定額から△１％で推計しています。（町税減収も勘案） 
イ 公債費については過疎債、辺地債、緊急防災事業債償還額を令和５年～14 年度ま

で試算した影響額を算入し、推計しています。 
ウ 臨時財政対策債は、令和５年度以降 40,000 千円で推計しています。 

・特別交付税 
ア 令和４年度見込額から△1％で推計しています。 

 
 

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

普通交付税 2,829 2,842 2,816 2,765 2,652 2,611 2,585 2,562 2,546 2,519

特別交付税 228 225 223 221 219 217 214 212 210 208

計 3,057 3,067 3,039 2,986 2,871 2,828 2,799 2,774 2,756 2,727

0
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⑤分担金・負担金 
・国営中鹿追地区:令和 4 年度～令和 13 年度までの償還額を算入しています。 
・道 営 土 地 改 良:令和４年度当初予算額で推計しています。 
・保 育 料:令和４年度当初予算額に人口ビジョンの人口減少率を乗じた額を推

計値としています。 
・老 人 福 祉 施 設:令和４年度当初予算額で推計しています。 

 
⑥使用料・手数料(証紙収入含む) 

・各項目:令和４年度当初予算額で推計しています。 
 
⑦国庫補助金 

・令和５年度以降は、令和４年度当初予算額から令和４年度新型コロナウイルス感染症
関連を除き、環境省先行地域分を含めた推計値としています。 

⑦道補助金 
・令和５年度以降は、令和４年度当初予算額で推計しています。 

⑧財産収入 
・財産貸付収入 
ア 教職員・職員住宅:令和４年度当初予算額から、公共施設等総合管理計画において

目標数値として 10 年後△800 千円としていることから、毎年
△80 千円で推計しています。 

イ 高 齢 者 住 宅:平成 24 年度～令和３年度平均額 1,533 千円を令和５年度以降
の推計値としています。 

ウ トリムセンター貸室:平成 24 年度～令和３年度までの平均値 1,670 千円を令和５年
度以降の推計値としています。 

・町有地売払収入:令和５年度行財政改革目標額 10,000 千円で推計しています。 
・物品売払収入 

ア 陶芸品売払収入:平成 24 年度～令和３年度平均額 1,458 千円を令和５年度以降の
推計値としています。 

イ 神 田 日 勝 物 品:令和４年度当初予算額で推計しています。 
ウ 農産物売払収入:平成 24 年度～令和３年度までの平均値 1,501 千円を令和５年度

以降の推計値としています。 
・加工品売払収入:平成 24 年度～令和３年度までの平均値 1,429 千円を令和５年度以降

の推計値としています。 
・水産物売払収入:平成 24 年度～令和３年度までの平均値 500 千円を令和５年度以降の

推計値としています。 
・有価資源物売払収入:令和４年度当初予算額で推計しています。 
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⑨寄附金 
・ふるさと納税寄附金のみ、令和４年度当初予算額で推計しています。 

 
⑩ 繰入金 

・全般的:令和４年度当初予算を基本として令和５年度以降を推計しています。 
・まちづくり基金は、令和５年度行財政改革目標額 50,000 千円で推計しています。 
・環境保全センター基金は、過疎債償還分相当額を令和 10 年度まで推計しています。 
・緊急事業資金に係る特別利子等補給事業基金は、令和７年度まで予定した数値を推計

値としています。 
・各年度の収支が赤字の場合は、基金からの赤字相当額を繰入し、収支バランスを保ち

ます。（本計画では、繰入無） 
 
⑪諸収入 

・全般的に令和４年度当初予算額で推計しています。 
・バイオガスプラント売電収入は FIT 終了後「0」で推計しています。 
・修学資金は令和 14 年度まで試算した数値を推計値としています。 
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⑫町債 

 

・令和 5 年度以降、単年度総額 230,000 千円で推計しています。 
・環境省先行地域計画事業費分を令和５年度から令和 12 年度まで加算して推計してい

ます。(事業費 3,219,255 千円(国庫支出金 1,895,930 千円・町債 1,190,900 千円・
一財 132,425 千円） 

・過疎債借入可能として算定（全年度） 
ア 過疎ハード:令和５年度 124,100 千円、令和６年度以降 135,000 千円 

          （環境省先行地域事業は別途加算） 
イ 過疎ソフト:令和５年度 45,900 千円、令和６年度以降 35,000 千円 
ウ 辺 地:令和５年度以降 20,000 千円 
エ 臨時財政対策債:令和５年度以降 40,000 千円 

 
⑬繰越金 

・基金で不足額、剰余額を調整するため、計上しません。 
 
 
 
 
 

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

過疎(ｿﾌﾄ) 46 35 35 35 35 35 35 35 35 35

投資的経費等充当分 301 365 515 430 263 224 159 162 155 155

臨時財政対策債 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40

合計 387 440 590 505 338 299 234 237 230 230
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 歳 出  
〇義務的経費の見通し 

 
①人件費 

・定期昇給は 0.7%とし、ベースアップは見込んでいません。 
・令和２年度策定「定員管理計画」に基づき、一般会計分相当のみ新規採用・退職人数

を把握し、定年退職延⾧に伴う再任用職員の人件費も含めて推計しています。 
②扶助費 

・全般的に、令和４年度当初予算額に人口ビジョンの人口減少率を乗じた額を推計値と
しています。 

・障がい者自立支援介護給付費・乳幼児（児童）医療費:令和５年度以降は令和４年度
当初予算額+人口減少率+0.5%加算し、推計しています。 

③公債費 
・発行済みの町債に係る元利償還金に、新規発行分も見込んで推計しています。令和６

年度がピークとなりますが、それ以降は減少していく見込みです。 

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

人件費 1,525 1,538 1,548 1,555 1,564 1,572 1,564 1,577 1,520 1,497

扶助費 308 310 312 314 316 319 321 324 317 320

公債費 874 926 908 844 661 627 621 598 596 583

計 2,707 2,774 2,768 2,713 2,541 2,518 2,506 2,499 2,433 2,400
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〇投資的経費のうち普通建設事業費の見通し 

 
④普通建設事業 

・令和４年度は令和４年度当初予算と令和３年度繰越明許費で推計し、令和５年度以降
は補助事業 50,000 千円、単独事業 175,000 千円～240,000 千円で推計。道営事業
についても令和５年度以降は 60,000 千円で推計しています。 

・環境省先行地域事業費は、令和５年度から令和 12 年度まで算入し、推計していま
す。(事業費 3,219,255 千円(国庫支出金 1,895,930 千円・町債 1,190,900 千円・一
財 132,425 千円） 

〇主な「その他の歳出」の見通し 

 
⑤物件費 

・旅費:令和５年度以降は、令和４年度当初予算から毎年△0.5%で推計しています。 
・需用費:令和５年度以降は、令和４年度当初予算から毎年+0.5%で推計しています。 

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

普通建設事業 733 872 1,328 1,164 629 561 364 369 350 350

内、環境省先行地域分 383 522 978 814 279 211 14 19
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R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

物件費 1,342 1,278 1,283 1,293 1,284 1,280 1,286 1,290 1,291 1,290

補助費等 1,006 1,014 1,006 989 978 987 985 981 977 974

繰出金 385 385 385 385 385 385 385 385 385 385
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・交際費・役務費:令和４年度当初予算額で推計しています。 
・備品購入費:令和５年度以降は、平成 29 年度から令和３年度平均 21,053 千円で推

計しています。 
・委託料:令和５年度以降は、５ヵ年平均額（先行地域事業費除く）に当該年度の先行

地域事業費を加算して推計しています。 
⑥補助費等 

・国に対するもの・一部事務組合は、令和４年度当初予算額で推計しています。 
・病院運営費補助金:令和５年度以降は、令和４年度当初予算から毎年△１%で推計し

ています。 
・その他:令和５年度以降は、５ヵ年平均額で推計しています。 

⑦繰出金 
・国保会計、介護会計、後期高齢者会計、簡易水道会計、下水道会計への一般会計から

の繰出金は令和４年度当初予算額で推計しています。 
 
〇その他の歳出の見通し 
⑧維持補修費 

・令和５年度以降は、令和４年度当初予算から毎年+0.5%で推計しています。 
⑨積立金 

・全般的に令和４年度当初予算額で推計しています。 
・財政調整基金:令和５年度以降 100 千円で推計しています。 
・減債基金:各年度決算剰余金が発生した場合、翌年度に 1/2 以上積立てを実施し、利

子分相当額 100 千円を加算して推計しています。 
・ふるさと納税基金:令和５年度以降は 130,000 千円で推計しています。 
・環境保全センター基金:中鹿追 FIT 終了後、収入相当額を減で推計しています。 
・修学資金:シミュレーションした数値に基金残高を約 80,000 千円から 100,000 千円

とするための任意積立金を含め推計しています。 
・交通安全推進基金:令和５年度以降、積立・繰入ともに千円で推計しています。 
・商工業振興基金:令和５年度以降、50,000 千円で推計しています。 

⑩投資･出資・貸付 
・商工業貸付・勤労者貸付:令和５年度以降、令和４年度当初予算で推計しています。 
・修学基金貸付金:シミュレーションした額で推計しています。 
・病院出資金:令和２年度行財政改革推進本部において留保資金対応としたため、

「0」で推計しています。 
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４ 財政計画 
（１）歳入歳出の見通し 
【歳入】 

百万円
R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14
858 842 842 842 826 826 826 810 810 810
333 334 334 334 334 334 334 334 334 334

3,057 3,067 3,039 2,986 2,871 2,828 2,799 2,774 2,756 2,727
958 973 1,263 1,193 844 819 695 696 696 696
387 440 590 505 338 299 234 237 230 230

1,454 1,396 1,392 1,391 1,342 1,295 1,284 1,285 1,284 1,284
7,047 7,052 7,460 7,251 6,555 6,401 6,172 6,136 6,110 6,081

その他の歳入
計

町税
地方譲与税・交付金
地方交付税
国・道支出金
町債

 

【歳出】 

百万円
R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

2,707 2,774 2,768 2,713 2,541 2,518 2,506 2,499 2,433 2,400
人件費 1,525 1,538 1,548 1,555 1,564 1,572 1,564 1,577 1,520 1,497
扶助費 308 310 312 314 316 319 321 324 317 320
公債費 874 926 908 844 661 627 621 598 596 583

733 872 1,328 1,164 629 561 364 369 350 350
3,560 3,264 3,308 3,281 3,264 3,236 3,213 3,216 3,206 3,228
7,000 6,910 7,404 7,158 6,434 6,315 6,083 6,084 5,989 5,978

その他の歳出
計

義務的経費

投資的経費

 

【収支】 
百万円

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14
47 142 56 93 121 86 89 52 121 103歳入－歳出  

※決算剰余金 1/2 以上積立有 
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（２）基金残高の見通し 

 

 財政調整基金は、約５億６千万円前後で推移し、減債基金についても各年度の決算剰余
金 1/2 以上積立てを行い、残高の確保に努めます。 
 基金総額については、鹿追町ふるさと寄附金基金や環境保全センター基金の残高が増加
傾向にありますが、それぞれの目的に備えて更なる積み増しができるよう努力していきま
す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

財政調整基金 565 565 566 566 566 566 566 566 566 566

減債基金 1,298 1,322 1,394 1,423 1,470 1,531 1,574 1,620 1,647 1,708

その他特定目的基金※ 2,121 2,269 2,417 2,567 2,711 2,800 2,888 2,976 3,065 3,153

計 3,984 4,156 4,377 4,556 4,747 4,897 5,028 5,162 5,278 5,427

※内、環境保全センター基金 830 930 1,031 1,130 1,225 1,265 1,303 1,342 1,382 1,420
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（３）町債残高の見通し 

 
  計画的な発行により、残高は減額する見込みです。 
 
（４）地方債償還の見通し 

 

 令和６年度をピークとなりますが、その後は、下降する見込みです。 

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

投資的経費等充当分 4,157 3,840 3,685 3,494 3,306 3,103 2,834 2,576 2,298 2,025

臨時財政対策債 1,808 1,650 1,497 1,359 1,233 1,118 1,009 916 836 764

計 5,965 5,489 5,182 4,853 4,539 4,221 3,843 3,492 3,134 2,789
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5,000
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7,000 百万円

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

過疎債 385,142 505,957 514,000 495,526 363,323 399,250 412,564 419,066 434,043 429,479

臨財債 217,837 202,465 196,646 181,264 168,926 157,651 151,190 135,782 121,472 113,466

緊防債 122,384 79,987 71,414 44,387 17,381 17,350 17,318 16,397 16,365 16,334

辺地債 81,698 81,745 85,744 87,692 84,355 29,258 16,472 16,954 19,311 21,843

その他事業債 67,045 56,095 40,104 35,176 27,491 23,638 23,290 9,788 4,590 1,969

計 874,106 926,249 907,908 844,045 661,476 627,147 620,834 597,987 595,781 583,091

0
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900
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（５）実質公債費比率の見通し 

 

一般会計の公債費償還が令和６年度ピークに達し増加しますが、その後は、下降して
いく見込みです。 

 
（６）経常収支比率の見通し 

 
 町税や普通交付税など経常一般財源等の大幅な増加が見込めない中で、維持補修費や
公債費等が増加傾向にありますが、経常収支比率は横ばいで推移する見込みです。 

  近年は経常収支比率が高い割合で推移しており、財政構造の硬直化が見られることか
ら、健全な財政運営を継続していくためにも、事務事業の見直しや施設の統廃合、業務
の効率化などを積極的に進めていくとともに、新規事業・継続事業を問わず、特定財源
の獲得に努めるほか、人件費など義務的経費の抑制や、維持管理費などの経常的経費の
縮減に取り組んでいく必要があります。 

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

実質公債費比率 9.6 10.2 10.2 10.1 8.0 5.7 4.0 3.5 3.2 2.8
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